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裁量労働制が2024年4⽉変更！弁護⼠が対応を解説 BUSINESS LAWYERS（ウェブサイト） 2023年12⽉
【労働法】裁量労働制に関するルールの改正 AMTニュースレター 2023年11⽉
【労働法】労働基準法施⾏規則の改正に伴う労働条件明⽰ルールの変更 AMTニュースレター 2023年10⽉
労働条件明⽰ルールが2024年4⽉変更！弁護⼠が対応を解説 BUSINESS LAWYERS（ウェブサイト） 2023年9⽉
2022年上半期の個⼈データ漏えい等事案への個⼈情報保護委員会の対応 商事法務ポータル 2022年12⽉
実務に役⽴つ法律基本講座（44）研修 労政時報 No.3963 2018年12⽉14⽇号 2018年12⽉
相談室Q&A 「育児・介護事情による短時間勤務者を時間単位年休の対象から除外することは問題か」 労政時報 No.3961 2018

年11⽉9⽇号
2018年11⽉

個⼈情報保護法の重要テーマ（基礎編）取得の際の各種義務 – 利⽤⽬的の特定・法定公表事項等（17条〜21条、32条） （共
催）株式会社東京海上⽇動パートナーズTOKIO∕アララ株式会社

2023年10⽉25⽇

労務管理と個⼈情報 （主催）（⼀社）⻑野県経営者協会 2023年7⽉20⽇
改正個⼈情報保護法 ウェビナー応⽤編∕労務関係と個⼈情報 （共催）アララ株式会社∕株式会社東京海上⽇動パートナーズ
TOKIO

2023年3⽉22⽇

弁護⼠登録（2014年）

第⼀東京弁護⼠会
経営法曹会議
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